
国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【新潟市】【新潟市雇用促進協議会】【新潟労働局下越地区ハローワーク】

新潟市とハローワークが連携した高校生の地元就職の促進
～「高卒求人団体要請」、「企業と高校教師の情報交換会」、「高校生応募前企業説明会」を実施～

＜労働局コメント＞
自治体の広報を活用した高卒求人の確保と、

新潟市、雇用促進協議会、ハローワークが一
体となって企画・運営を行うことで、多数の
高校生、地元企業から参加をいただいた。
高校生に対して地元企業と職業理解促進の

場を提供できる有意義な取り組みとなってお
り、地元就職の促進、職場定着の観点から効
果的で県内就職促進に貢献している。

【課題･目的】

【実施概要】

【役割分担】

高校生の地元企業理解、職業理解を促し、地元就職の促進を図るため
「高卒求人申込」の団体要請、「企業と高校教師の情報交換会」
及び「高校生応募前企業説明会」を開催。

高等学校長、新潟市長、ハローワーク所長が商工会議所会頭・商工
会長を訪問し、「高卒求人枠の確保」及び「早期の求人申込」を要請。
また、高校教師と企業人事担当者が採用計画数や就職希望動向など

の情報交換を行い、今後の就職指導の参考とするとともに、高校生が
応募前に企業から直接説明を受ける機会を提供し、職業理解の促進を
図る。

【新潟市】
【新潟市雇用促進協議会】
広報、会場設営・運営

【効果】
応募前企業説明会は71企業、1,296人の高校生が参加。
企業の人事担当者による直接説明により企業理解、職業理解
が深まり、管内企業への応募は全体の57%となっている。

≪照会先≫ 新潟労働局職業安定部職業安定課 ・・（℡025-288-3507）（http://niigata-hellowork.jsite.mhlw.go.jp)

【ハローワーク】
企画運営、企業及び高

等学校への参加要請


